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会社概要

会社名

創 業

設 ⽴

グループ従業員数

資本⾦

会⻑・社⻑

本 社

（2023 年3⽉末現在）

ダイキン⼯業株式会社
1963年（昭和38年）⼤阪⾦属⼯業株式会社から社名変更

1924年（⼤正13年）10⽉25⽇⼤阪市で創業
創業者︓⼭⽥晁

1934年（昭和9年）2⽉11⽇

連結 約100,000名

850億円

会⻑︓井上礼之 社⻑兼CEO︓⼗河政則

⼤阪市北区

連結⼦会社322社（国内30社、海外292社）グループ会社数
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事業内容

2022年度
連結売上⾼

約4兆円

油圧機器 酸素濃縮機

空調
91.0％

化学
6.8％

その他事業

空調事業

住宅⽤

業務⽤

サービス

化学事業

半導体⽤途

冷媒

⾃動⾞⽤途

その他
2.2%
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【参考】当社をあらわすキーワード

創業1924年
99年の歴史

⼈を基軸に
おく経営

空調機器と冷媒を
両⽅⼿がけている

総合空調メーカー

グローバル
⽣産拠点

100ヵ所以上

全社売上⾼
４兆円

従業員10万⼈
海外従業員⽐率は8割以上

170ヵ国以上へ
事業展開

海外売上⾼⽐率
85％
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業績の推移

1993年度２７年ぶりの⾚字転落。その後、グローバルを中⼼に事業拡⼤し、
1994年から14期連続増益。リーマンショック以降、2010年から10期連続増収。
2021年度で売上⾼3兆円を突破、2022年度は2年連続で過去最⾼の業績を更新
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営業利益

7期連続で過去最⾼売上

31,091
3,164

3,770 4,000

（年度）

1994年から14期連続増益

39,816

2010年から10期連続増収

41,000

OYLグループ買収

⽶住宅空調ﾒｰｶｰ
グッドマン社買収

世界⾦融危機

新型コロナウイルスの
世界的な感染拡⼤



【参考】世界の主な空調機器メーカー

中国企業 アジア企業 ⽇本企業 ⽶国企業

※当社調べ
2021年3⽉末

買収関係
提携関係

LG電⼦

サムスン電⼦
（SAMSUNG）

OYL
（マレーシア）

珠海格⼒電器（Gree）

広東美的集団（Midea）

海爾集団（Haier）

海信集団（Hisense）

⽇⽴製作所

OYL買収
（2007年）

パナソニック

三菱電機

富⼠通ゼネラル

三菱重⼯

東芝

⽣産委託（2008年）、基幹部品と⾦型共同⽣産（2009年）

旧グッドマン買収（2012年）

キヤリア
（Carrier)

トレーン
（Trane Technologies）

ダイキンコンフォート
テクノロジーズノースアメリカ

（Daikin Comfort Technologies North 
America）※旧グッドマン

レノックス
（Lennox）

リーム
（Rheem）

ダイキン･アプライド･
アメリカズ

（旧McQuay）

合弁会社
（2015年） ジョンソン

コントロールズ
(Johnson Controls)

世界的総合家電メーカー

圧倒的なルームエアコン⽣産量を誇る

東芝→美的 ⽩物事業売却（2016年）

⼤⼿総合家電メーカー

合弁会社（1999年）

業務提携（2016年）

合弁会社

合弁会社（2018年）

ノルテック
（Nortek）

《世界のHVAC&R市場規模の市場規模》
2020年 34兆円 ⇒ 2025年 43兆円



【参考】空調事業 地域別売上⾼推移

（億円）
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22,738

7   33

535
8,898

28,285

1114

13,346

36,298

（年度）

10,046

海外売上⾼⽐ 16％ 29％ 47％ 64％

18,280

77％

6,416

79％ 78% 81%

23,091

海外事業⽐率
2005年 47％

2022年 85％

3,273

6,748
3,980

5,433

85％



2.当社におけるデジタル⼈材の育成施策
１）ダイキン情報技術⼤学設⽴の背景

モノ＋コトへ踏み出したいが
…
・当社は空調機の専業メー
カのため、IT⼈材が⼤幅
に不⾜

・企業間でのIT⼈材の獲
得競争が激化する中、外
部⼈材獲得も難しい



住宅⽤

快適性

Past

● ● ●

⼤量消費社会

Hardware + Software

最適化
コモディティ化

さらなる
価値提供が
求められる
時代へ

●●●

● ● ●

Hardware

業務⽤
⼤型設備⽤

160か国以上

なくては
ならないもの

顧客にあわせた価値

エンドユーザーメーカー

Future 多様性社会
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１）ダイキン情報技術⼤学設⽴の背景



ＡＩ・データ分析技術は、当社グループにおけるあらゆる部⾨での活⽤が期待される重要な技術であり、
それを推進する⼈材の育成は喫緊の課題である。
ＡＩ技術の活⽤を図るためには、
①ＡＩ活⽤（ビジネス提案⼒） 、②ＡＩ技術開発（ＡＩでの問題解決⼒）、③システム開発
（ＡＩ具現化⼒）の３分野の⼈材がともに必要であるが、⼤学設⽴時点では②の⼈材は極めて少な
かった。また①③は、質・量ともに不⾜しており、早期に強化・育成が必要であった。

ダイキン情報技術⼤学は、②ＡＩ技術開発⼈材を早期に育成するとともに、⼗分とはいえない①ＡＩ活
⽤⼈材、③システム開発⼈材の育成を並⾏して実施することを⽬的に２０１７年１２⽉からスタート。

２） ダイキン情報技術⼤学設⽴の狙い



■最終的に⽬指す⼈材像
①部⾨横断で、全社的視点からデジタル活⽤推進に取り組む⼈
②従来の事業・サービス・商品の枠を超えたイノベーションを起こす⼈
③部⾨の固定概念を超えて抜本的な⽣産・開発・間接業務の改⾰に取り組む⼈

改修
更新

提案
設計

施⼯

転

施⼯
試運
転

運⽤ 保守
メンテ

AI・IoT分野の
驚異的な変化

押し寄せる
パラダイムシフトの波

コト売りの
時代到来

⽬指す⼈材像

改修
更新

提案
設計

施⼯

転

施⼯
試運
転

運⽤ 保守
メンテΠ型⼈材の育成
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【参考】



新⼊社員向け教育
新⼊社員を

２年間かけて育成

既存社員向け講座
(AI、システム)
若⼿中⼼に育成

基幹職層向
AI講座

ドメイン知識を持ち、適切なAI
の技術開発⼿法を開発できる
⼈材や、AIを実装するために
必要な各種システムを開発で
きる⼈材を育成

幹部層向
AI講座

役員向
講座

経営者の意思決定の在り⽅・役割や
責任がどう変容するのか等、
AIの基本をベースに経営視点から
今後の展望・可能性について
外部講師が講演

幹部として、デジタル変⾰（ＤＸ）
が⾃社・⾃部⾨に及ぼすインパクト、
ビジネスモデル転換の重要性を理解頂く

データ活⽤テーマの企画⽴案や、
具体的に実⾏していく若⼿を
マネジメントできる⼈材を育成

空調技術等のわかる
ダイキン独⾃の
IoT・AIの専⾨⼈材を育成

【参考】ダイキン情報技術⼤学 講座概要



【当初計画】 【現在の計画】

IPA※～スキル標準

レベル７
世界のハイエンドプレーヤ

レベル６
国内のハイエンドプレーヤ

レベル５
社内のハイエンドプレーヤ

レベル４ 「テーマを作れる」

レベル３ 「できる」

レベル２ 「わかる」

レベル１ 「知る」

社外
獲得

研修で
育成

当初目標

○ ５年が経過し「ＡＩ・ＩｏＴがわかる⼈材（レベル２）」「できる⼈材（レベル３）」の育成は着実に
進んできた。

○今後はこれらの⼈材が部⾨で活躍するために「テーマを企画・推進できるより⾼いレベル（レベル４）の
⼈材の獲得・社内育成が最重要課題。

今後の目標

２０２１年度末

１０００人

２０２３年度末

１５００人

※情報処理推進機構

【参考】当社におけるデジタル⼈材について



間接業務の効率化を進め、強化テーマへのシフトを実⾏
• 間接⽣産性の取り組みは、強化テーマに⼈がシフトする中、残った⼈員で既存業務を回せるように業務を効率化。
• ⼀⽅で、強化テーマ（海外展開、ソリューションビジネス等）にシフトするための質的⼈材の獲得・育成・強化を進める。

– ⽣産性PJとしてはプロセスイノベーション⼈材の育成に取り組んでいる。
– その他、各テーマの⼈材育成については、各部⾨や⼈事が中⼼となり、取り組みを開始。

従来業務⼈員

⼈員数

＜効率化の成果(効率化時間の使われ⽅)＞

従来業務を既存⼈員で実施

⼈員

強化テーマ

従来業務

⼈員 従来業務 強化テーマのシフトの結果、従来業務を回すため
の⼈員が減るため、効率化を推進（▲３３％）

業務量

⼈員

強化テーマ
強化テーマにシフトした⼈材が活躍するために
質的⼈材の強化・育成が必要。
各部門で必要と考えられる人材育成テーマの

棚卸を実施。
・外部からのキャリア採⽤による獲得
・情報技術⼤学等での育成・配置 等

⼈員

＜質的⼈材の強化に関わる部分＞

従来業務

従来業務

３．間接業務効率化とリスキリングを意識した⼈材配置



【参考】これまでの取り組み経緯

• 2020年8⽉より、間接業務効率化プロジェクトを⽴ち上げ、「１）既存業務棚卸」から取り組みを開始。
従来の業務のやり⽅を是とした業務改善に留まらないよう、他社や世の中のベストプラクティスと⽐較し
ながら、２）業務プロセスを⾒直した後に、効率化施策を適⽤するというアプローチで推進。

• 2021年1⽉より、RPAを活⽤した定型業務の効率化、紙伝票の電⼦化等の「３）全社共通施策」
（全３１施策）、部⾨独⾃で取り組む「４）部⾨個別施策」を合わせて、４００以上の施策を⽴案、
実⾏計画に沿って、実⾏中。

間接業務の多くを占める「オペレーション･マ
ネジメント業務」を中⼼に、他社や世の中
のベストプラクティスと⽐較しながら業務⾒
直しを実施

１）既存業務棚卸

２）業務プロセス⾒直し
E(Eliminate)
:業務の削除・廃⽌
C(Combine)
:業務の集約・標準化
R(Rearrange)
:⼿順変更・置換
S(Simplify)
:業務の簡素化

３）全社共通施策による効率化

４）部⾨個別施策による効率化
＋

⾼負荷業務に絞った業務棚卸 全31施策 ※以下は⼤分類
(1)RPA、AI-OCRを活⽤した定型作業の効率化
(2)紙伝票の電⼦化による⼿続き業務効率化
(3)AIを活⽤した情報収集等、企画業務の効率化
(4)社内情報共有・申請、業務問い合わせの効率化
(5)経費精算プロセス改⾰による効率化

IT部⾨が中⼼とな
り、⼈事などのコー
ポレート部⾨と協
業で全社共通で
効率化に寄与する
施策を検討、展開

×

各部⾨にガイドライ
ンを与えながら、⽬
標値を設定させ、
部⾨の個別業務を
効率化

効率化の観点
• 部⾨個別業務プロセスの抜本的⾒直し
• 上記⾒直しに伴う既存システムの機能拡張や基幹シス

テムの刷新
• ノンコア業務の集約化、外部化
（購買、契約業務、IT運⽤等）
• 最新IT(AI等)を活⽤した業務効率化、改善等

○施策展開（2021年12⽉〜）○検討（2020年8⽉〜）




